
㊲浄化還元型みらい畜産業コンソーシアム
（実証地：岩手県）

○低コストかつ低環境負荷の畜産糞尿処理システムの開発

実証の目標

実証の背景と課題

○既存の畜産業における糞尿処理は、養豚に多い活性汚泥法と、酪農に多い液
肥施肥処理が中心になっているが、活性汚泥法の施設は高額な建設費と運転
費がかかり、かつメンテナンスが難しく、液肥施肥には高い運搬コストと共
に、広大な農地が必要といった課題がある。

○糞尿を固体と液体とに分離する「高分子凝集剤」と分離後に残った液体を放
流可能な状態にする「ハイブリット式人工湿地ろ過システム」を組み合わせ
た低コストで低環境負荷の畜産糞尿処理技術を確立。

実証したシステムの概要

実証された効果の例（飼養頭数7,000頭の養豚経営での事例）

高分子凝集剤による固液分離 ハイブリット式人口湿地ろ過システム

○活性汚泥処理法に比べ、施設導入コストを33%削減（活性汚泥処理施設：
10,350万円 ⇒ 実証した施設：6,850万円）

○年間のランニングコストは、活性汚泥処理法と比較して約30%削減
（利用料：処理能力、設置場所のレイアウト等により異なるため、以下の『問

い合わせ先等』へご連絡下さい。）

○全国的に販売を展開（農場規模に応じ受注販売）
普及の状況

●問い合わせ先等
企業名：三菱ケミカル株式会社
https://www.m-chemical.co.jp/

コンソーシアムの代表 農業界：小岩井農牧(株) 
経済界： (株)地球快適化インスティテュート

（三菱ケミカル（株））
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㊳養豚牧場電解機能水システムコンソーシアム
（実証地：茨城県）

○電解水による養豚牧場の除菌・衛生改善手法の確立

実証の目標

実証の背景と課題

○養豚牧場において、感染症の侵入防止と家畜事故率の低減が大きな課題
○養豚に係る疫病の蔓延を防ぐ具体的な衛生改善方法の確立が早急に必要

○食品・施設衛生に向けて開発された電解水生成装置を養豚牧場における施設
洗浄（車両・器具・畜舎）及び個別洗浄（手袋・長靴）用に利用して、衛生状
態の改善を実現

実証したシステムの概要

実証された効果の例（飼養頭数300頭の養豚経営での事例）

電解水による手袋洗浄（衛生改善）電解水生成装置

○養豚牧場での全体死亡率が改善（導入前16.8% ⇒ 導入後10.5%）
○実証時、近隣農場で発生していた伝染病は実証農場では検出されず
○人体に無害・低ランニングコスト

○技術供与先の金澤工業（株）にて電解水生成装置を全国的に販売展開
普及の状況

●電解水生成装置の問い合わせ先
企業名：金澤工業株式会社
電話番号：0280-92-3030
https://www.kanazawakogyo.co.jp/company/

コンソーシアムの代表 農業界： (株)塚原牧場
経済界： (株)東芝
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㊴メタン発酵消化液等の効率的な利用方法確立
プロジェクト（実証地：兵庫県）

○低コストなメタン発酵消化液の活用方法の確立
実証の目標

実証の背景と課題

○現在、家畜糞尿を処理したメタン発酵残渣（消化液）を耕種用肥料として利
用する場合、その多くが固形物の含まれた液体であるため効率的な運搬や散
布に課題

○さらに、メタン発酵残渣（消化液）を効率的に運搬し、散布できても、その
効能が不明で普及することが困難

○メタン発酵消化液の運搬・散布機を改良し、消化液の効率的な運搬・散布方
法を確立

○メタン発酵消化液を水稲の肥料として活用した施肥コストの削減効果を実証
データで提供

実証したシステムの概要

（令和元年度に消化液2,300トンを52.2ｈａ(112農家)に散布した実証結果）
○慣行稲作の肥料コスト約9,000円／10ａに対し、固形分離した脱水ケーキタイ

プ、消化液タイプともに1,000円／10ａでの散布を計画。これにより肥料コス
トは約90％削減可能。
※脱水ケーキタイプ：バイオマス処理過程で生じた汚泥を濃縮・脱水した後の固形物（脱

水ケーキ）を用いた堆肥のこと
（利用料：散布作業・肥料代込みで1,000円／10ａ）

○兵庫県養父市近郊の多数の農業者からの要望に対し、散布業務を受託し、さ
らに地域外での受託業務の普及展開を推進

普及の状況

●問い合わせ先等
企業名：株式会社トーヨーエネルギーファーム
電話番号：03-5622-5707
http://toyo-group.com/enefarm/service/energy/biogas.html

コンソーシアムの代表 農業界：(株)クボタeファーム
経済界：(株)トーヨーエネルギー

ファーム

実証された効果の例
消化液散布機 消化液積載車 消化液散布状況
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㊵サーマルリサイクルプロジェクト協議会
（実証地：大分県）

○中小規模の鶏舎で導入可能な鶏舎廃熱を利用した鶏糞処理設備の開発

実証の目標

実証の背景と課題

○既存の鶏舎廃熱利用型の鶏糞乾燥装置は、大型で鶏舎建設時に設置しなけれ
ばならず、後付け可能な小型施設の開発・普及が課題

○既存の鶏舎に後付けが可能であり、中小規模の鶏舎にも対応できる小型で低
コストな鶏舎廃熱利用型の鶏糞乾燥装置が必要

○中小規模の鶏舎に対応できて後付け可能な、鶏舎廃熱を利用した鶏糞処理設
備「プレートドライヤー」を開発（プレートを多段式とすることで、設置面
積が既存の大型施設と比較して1/3と小型化。）

実証したシステムの概要

実証された効果の例（飼養頭数60万羽の鶏卵経営での事例）

プレートドライヤー

○製造される肥料の成分は目標値（窒素分3％以上、水分20％程度）を確保
○鶏糞処理作業の効率化により作業員1人相当/年の人件費を削減

（利用料：鶏舎面積・飼育羽数により異なるため、以下の『問い合わせ先等』
へご連絡下さい。）

○全国的に販売を展開（鶏舎規模によるため受注販売）
普及の状況

●問い合わせ先等
企業名：株式会社ハイテム
電話番号：058-385-0505
http://hytem.com/products/layer/product2-1.html

コンソーシアムの代表 農業界：ＪＡうすきたまごファーム(株) 
経済界： (株)ハイテム

プレートドライヤーの建屋
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㊶北海道とうもろこしコンソーシアム（実証地：北海道）

○寒冷地での飼料用トウモロコシの増産および爆裂種の栽培を可能にする生分
解性フィルムの開発

実証の目標

実証の背景と課題

○北海道十勝地方で、デントコーン（飼料用とうもろこし）の収量が飛躍的に
増加する晩成品種の栽培技術確立が課題

○晩成品種は栽培期間が長いため、4月下旬に播種する必要があるが、その頃
の十勝地方は気温が低く、生育に必要な栽培積載温度を確保する必要。一方
で夏場には、高温障害を避けるためのフィルムが必要

○春先の地温確保と夏場の急な温度上昇に対応する生分解性フィルムを開発
○寒冷地での晩成品種導入による飼料用トウモロコシの安定増産及び高付加価

値品種の栽培方法を確立

実証したシステムの概要

実証された効果の例（40haの露地経営での事例）

○飼料用トウモロコシを従来の早生品種から大型の晩成品種での栽培が可能とな
ることで、収量が18%向上

○根張りの向上により、強風に耐え倒伏がほとんど無かったため、収量増以外に
も作物の損害を回避した効果もあった。
（利用料：JA卸価格は全道一律¥57,350/ロール+JA手数料）

○北海道十勝地方を中心に販売を展開
普及の状況

●問い合わせ先等
企業名：パイオニアエコサイエンス株式会社
電話番号：0155-62-7848(北海道事業所)
https://p-e-s.co.jp/feed-seeds/feed_products

コンソーシアムの代表 農業界：前田農産食品(株)
経済界：パイオニアハイブレッドジャパン(株)

飼料用トウモロコシ（左：早生、中・右：晩成） 高付加価値品種（爆裂種）の製品
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㊷自家配合飼料製造プラント開発コンソーシアム
（実証地：北海道）

○国産原料を使用した低コストな小型自家配合飼料製造プラントの実現

実証の目標

実証の背景と課題

○国内で使用されている配合飼料の原料は、そのほとんどが海外から輸入され
る穀物に依存し、製造についても配合メーカーの大規模工場に限られている。

○また世界的な穀物相場の上昇や国内外の輸送コストの上昇、また製造工場の
老朽化によるコスト高等、配合飼料生産の現状は不安定要素が多数

○従来では大規模工場でしか製造できなかった配合飼料を、畜産農家自らが製
造可能な小型プラントとして開発し、飼料コストを低減

○配合飼料原料として、国産の未利用農産物を利用することでコスト削減

実証したシステムの概要

○実証製造プラントによる配合飼料コスト（運用コスト込）は、363万円/100ト
ンとなり、慣行の配合飼料費用550万円/100トンと比較し、33％のコスト削減

○自家配合飼料は既製品の配合飼料と同等の成分となり、品質にも問題なし。
（料金：飼育頭数や施設のレイアウト等により異なるため、以下の『問い合わ

せ先等』へご連絡下さい。）

○下記の商社が販売代理店となり、北海道を中心に普及・販売中
普及の状況

●問い合わせ先等
企業名：ユアサ商事株式会社 工業マーケット事業本部 物流トータルソリューション部
電話番号：03-6369-1300

コンソーシアムの代表 農業界：馬場農場
経済界：(株)ジャパンフードサポート

実証された効果の例

自家配合飼料製造プラント① 自家配合飼料製造プラント②
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㊸EVを活用したイチゴ生産改革コンソーシアム
（実証地：宮城県）

○イチゴ生産現場で収穫用カラクリ台車による作業の効率化及び冷蔵電気自動
車（EV）導入による収穫から出荷までのコールドチェーン化の実現

実証の目標

実証の背景と課題

○イチゴ収穫用として、地面の状態や栽培ベンチの間隔などほ場に合わせてカ
スタマイズ可能な作業用台車が提供されていない。

○イチゴの収穫直後から出荷まで温度管理が可能な出荷用運搬車が提供されて
いない。

○イチゴの施設内に、現場で地面やベンチ間隔に等に応じカスタマイズ可能な
収穫用カラクリ台車を使用し、運搬等の作業負荷を軽減し、また効率化も図
る。

○冷蔵庫仕様のＥＶを、イチゴ施設内物流に取り入れることで、収穫から出荷
までのコールドチェーン化による品質向上を実現。

実証したシステムの概要

○収穫用カラクリ台車を利用することで、利用しない場合に比べて収穫作業の生
産性（単位時間あたりの収穫量）が35％増加

○カラクリ台車による収穫時の振動低減や、冷蔵EVを使用した収穫直後の冷蔵保
存鮮度維持の品質効果については、実証最終年度（令和２年度）に算定
（料金：対象作物、経営規模、ご要望等によりコンサルティング内容が異なる

ため、以下の『問い合わせ先等』へご連絡下さい。）

○カラクリ台車の活用内容を日産自動車（日産コンサルティング）のホーム
ページに公開。冷蔵ＥＶ場内物流は、令和２年度の実証を踏まえて取り組み。

普及の状況

●問い合わせ先等
企業名：日産自動車株式会社 日産コンサルティング
https://www.nissan-global.com/JP/CONSULTING/ WEBフォームよりお問い合わせ

コンソーシアムの代表 農業界：(株)GRA
経済界：日産自動車(株)

実証された効果の例

収穫用カラクリ台車 カラクリ台車の活用 ハウス内の冷蔵ＥＶ

43

https://www.nissan-global.com/JP/CONSULTING/


㊹稲作農機レンタル協議会（実証地：山形県、千葉県）

○収穫期の異なる遠隔地間での農機レンタル体制の確立

実証の目標

実証の背景と課題

○稲作経営において、高額なコンバインの機械コストを低減する農機の共同利
用を行うに当たっては、収穫時期が重なる地域での共同化は困難

○山形と千葉では収穫時期が1か月程度ずれるため、農機をシェアできる可能
性を追求

○稲作において、収穫時期の異なる遠隔地間（山形と千葉）でコンバインを共
同利用としてレンタルし、農機具の使用費の削減を図る体制を確立

実証したシステムの概要

実証された効果の例（5ha以上の稲作経営での事例）

共同利用されたコンバイン

○コンバインを共同利用し、1台当たり50ha程度の稼働を行うことで、コンバ
インの農機具使用コストを56%削減（14,000円/10a⇒6,066円）
（利用料：利用地域およびほ場面積により異なるため、以下の『問い合わせ先

等』へご連絡下さい。）

○山形と千葉間でレンタルシステムを継続中
普及の状況

●問い合わせ先等
企業名：株式会社ファーマーズ・リンク
電話番号：075-754-8340

コンソーシアムの代表 農業界： (有)いずみ農産
経済界：オリックス(株)

（株式会社まいすたあ）

刈取りの様子
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